
建設産業を取り巻く情勢 提言された主な政策

建設産業政策大綱1995
（Ｈ７.４）

○非競争性・不透明性に対する国民の不信
　-ゼネコン汚職事件等
○経営環境全般に対する先行き不安
　-バブル崩壊後の民間建設市場の大幅な落ち込み
○新たな入札・契約制度への不安
　-一般競争入札の拡大等
○建設市場の国際化への不安
　-ＷＴＯ協定の発効等

○エンドユーザーに「トータルコスト」で「良いものを安く」提供
　-コストダウンに向けた企業体質の強化（コスト管理能力の育成）
　-業種横断的な拠点的教育訓練施設の整備
　-発注の平準化
　-トータルコストの低減（ＶＥ制度等）
○「技術と経営に優れた企業」による「自由に伸びられる競争環境」の醸成
　-元請企業の責任強化（リスクマネジメント）
○技術と技能に優れた人材が生涯を託せる産業への成長
　-技術者・技能者の育成・確保
　-人材配置の効率化等（多能工化等）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

建設産業政策2007
（Ｈ１９.６）

○建設投資の急激な減少
　-過剰供給構造、再編・淘汰は不可避
○談合廃絶への社会的要請
○品質の確保に対する懸念
　-公共工事における極端な低価格による受注の増加
　-構造計算書偽造問題の発生
○将来の担い手不足への懸念

○公正な競争基盤の確立
　-法令遵守ガイドラインの策定
　-談合廃絶に向けたペナルティの強化
○再編への取組の促進
　-経営事項審査の見直しにおける企業集団評価制度の創設
○入札契約制度の改革
　-総合評価方式の拡充
　-低価格入札対策の強化
○ものづくり産業を支える「人づくり」
　-基幹技能者の評価（経営事項審査の見直し）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

建設産業の再生と発展の
ための方策2011
（Ｈ２３.６）

○災害対応、維持管理等を担える企業の不足
○技能労働者の賃金低下、若手入職者の減少
○技術者の不適正配置
○業種区分の実態との乖離
○価格競争の激化、地域建設企業の疲弊

○地域維持型契約方式の導入
○社会保険未加入企業の排除
○技術者データベースの整備・活用
○入札契約制度改革の推進
　-地方公共団体等におけるダンピング対策の強化
　-受発注者間の法令遵守ガイドラインの策定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

建設産業の再生と発展の
ための方策2012
（Ｈ２４.７）

○東日本大震災の被災地における入札不調、技能労働者
　　確保の難化
○就業者の高齢化、若手層の減少
○受注競争の激化
○地方公共団体の土木職員の減少

○東日本大震災の特例措置の検証、制度化
○適正な競争環境の整備
　-公共調達の基本理念の明確化　　　　　　　　　　　担い手３法
　-適正な価格による契約の推進
○業種区分の点検と見直し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等
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